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株主の皆様へ

財務ハイライト

当社第60期ビジネスレポート・春号を
お届けするにあたり、
謹んでご挨拶申し上げます。

代表取締役社長

中村　守孝

▌営業利益▌売上高
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（単位：百万円）
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当期の概況
　当連結会計年度（2019年2月1日〜2020年1月31日）にお
ける国内経済は、米中貿易摩擦の影響による中国経済の減速
や中東情勢への懸念といった国外の経済動向や地政学リスク
等の影響を受け、輸出の減少基調が続いたほか、製造業を中
心に生産調整や設備投資を抑制する動きがみられるなど、力
強さを欠くものとなりました。
　当社グループの属するエレクトロニクス業界は、中国市場
における設備投資の低迷により、通信や産業機器分野を中心
に低調な推移となりましたが、ICT分野においては、労働力人
口の減少や働き方改革といった社会的課題の解決に向けたIT
関連投資が拡大したほか、クラウドやセキュリティ関連の需
要も引き続き堅調に推移いたしました。
　このような環境の下、当社グループはWindows7のサポー
ト終了に伴うパソコンの買い替え需要の拡大や、前期後半か
ら立ち上がったテレビ向け案件が通年を通して寄与したこと
などにより、大幅な増収を達成したほか、当社独自の価値の
創出を目指す「Only RYOYOへの挑戦」の施策においても、
音声認識に係る取り組みでは国内メーカーの家電製品への採
用が決まるなど、高付加価値型企業への変革に向けた着実な
成果がみられ、2期連続の増収増益となりました。

2021年1月期
予想 増減

売上高 105,000 3.3％減

営業利益 2,200 2.1％増

経常利益 2,200 0.6％増

親会社株主に帰属する
当期純利益 1,530 17.4％増

▌親会社株主に帰属する当期純利益▌経常利益 ▌来期の見通し� （単位：百万円）

16年1月期

1,096
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432

1,474

2,187

17年1月期 18年1月期 19年1月期 20年1月期

（単位：百万円）

16年1月期

743 822
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1,020

1,303

17年1月期 18年1月期 19年1月期 20年1月期

（単位：百万円）

中期的な取り組み
　当社グループは3ヶ年ビジネスプランの初年度である当連結
会計年度を非常に重要な1年と位置付けておりましたが、戦略
の骨子に掲げる「商社本業の再構築」「Only RYOYOへの挑
戦」「経営インフラの充実」を推進し、2期連続での増収増益
を達成したほか、二事業部制への移行や人事制度の見直しと
いった本格的な経営改革に着手するなど、高付加価値企業へ
の変革を遂げる第一歩になったと考えております。
　また、当連結会計年度は、研究開発活動の強化が特許の取
得のみならず、案件獲得という具体的な成果として結実した
年でもあります。技術提供も含めたお取引先様との協業を通
じて“Only RYOYO”が評価されたものと実感しております。
研究開発については、引き続き重点施策として、医療、FA、
小売りなどの領域で当社独自の強みを発揮できるテクノロ
ジーを開発していく方針です。そのためには常にお取引先様
やその先のエンドユーザーのビジネスに焦点を当て、ユーザー
目線のビジネス戦略によって当社独自の価値を提供し、中長
期的な企業価値向上の実現をより一層推進してまいります。
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■ 半導体/デバイス

当連結会計年度の売上高は1,085億38百万円（前期比15.7％増）
となりました。
■ 半導体/デバイス
 　  売上高は543億38百万円で、前期より44億32百万円（8.9％）

増加しました。
 　これは、主にデジタル家電向け半導体が増加したためです。

■ ICT/ソリューション
 　  売上高は541億99百万円で、前期より103億6百万円（23.5％）

増加しました。
 　これは、主にパソコン用ソフトウェアが増加したためです。

■ ICT/ソリューション

16年1月期

72,312

17年1月期

58,409

18年1月期

50,925

19年1月期

49,906

20年1月期

54,338

（単位：百万円）

50.1%

16年1月期

40,020

17年1月期

40,008

18年1月期

41,309

19年1月期

43,893

20年1月期

54,199

（単位：百万円）

49.9%

16年1月期

112,332

98,417
92,234 93,799

108,538

17年1月期 18年1月期 19年1月期 20年1月期

（単位：百万円）■ 半導体/デバイス　■ ICT/ソリューション品目別売上高の概況
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セグメント情報（所在地別）

19年1月期 20年1月期

（単位：百万円）売上高 ■ 日本　■ アジア

15,508

78,291

93,799 20,945

87,593

108,538

■�日本
パソコン用ソフトウェアが増加したことにより、外部顧客への売上高
は875億93百万円で、前期より93億2百万円（11.9％）増加し、セ
グメント利益は18億94百万円で、前期より7億61百万円（67.2％）
増加しました。

■�アジア
デジタル家電向け半導体が増加したことにより、外部顧客への売上高
は209億45百万円で、前期より54億36百万円（35.1％）増加し、
セグメント利益は2億3百万円で、前期より62百万円（43.8％）増加
しました。

仙台
郡山

大宮
本社

松本

横浜
八王子

名古屋

京都
大阪

福岡

・リョーヨーセミコン
・スタイルズ

国内子会社

台北

シリコンバレー上海

シンガポール タイ（バンコク、シーラチャ、アユタヤ）
クアラルンプール
ベンガルール

ミュンヘン

香港
深

大連

国内・海外ネットワーク
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トピックス

　当社グループは、これまでワークステーションやサーバーを医療機器メーカーに提案するなど、医療・ヘルスケア分野にお

いて実績を積み上げてまいりました。2019年2月にはICT事業とIoT事業の融合を図る目的でソリューション事業本部を設置し、

ビジネス獲得機会の拡大やソリューションビジネス創出の加速を進めるなど、新たな価値創造に向けた地盤を整えております。

　今回、株式会社AIメディカルサービス（以下「AIMS社」）への出資を行い、AIの開発に使用される商材の提供を中心に協業

を加速し、当社グループの事業拡大に繋げるとともに、AIMS社が企業理念として掲げる「世界の患者を救う　内視鏡AIでがん

見逃しゼロへ」の実現を支援してまいります。

※株式会社AIメディカルサービス

2017年設立。がん発見を支援する内視鏡AIを開発し、医師による診断を支援するシステムとして実用化（薬事承認）を目指している。

医療市場のさらなる開拓へ、株式会社AIメディカルサービスへ出資

胃がんリアルタイム検出診断支援システム：利用イメージ

※医薬品医療機器等法未承認の技術・システムです

AIの画像認識により、
以下を行う
◦  病変の拾上 
（ディテクション）

◦  ピクセル単位での病変の特定 
（セグメンテーション）

◦  詳細な状態の判別 
（クラシフィケーション）
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　当社グループでは、エレクトロニクス商社として取り扱う既存製品と、当社独自の技術・ソリューションを組み合わせて付

加価値を創出する取り組みに「Only RYOYOへの挑戦」として力を入れています。音声認識に関する事例では、2019年1月

に特許を取得し、この取り組みの中で培われた技術が、アイリスオーヤマ株式会社から発売されたLED照明「音声操作シーリ

ングライト」に採用されました。

　また、音声認識以外での「Only RYOYO」実現の源泉となる更なる技術として、業務プロセス改革に繋がる「グループチャッ

トシステムにおけるトークルーム管理BOT」と「M2H（マシーン to ヒューマン）の情報共有BOT」に関連する3つの特許を

取得いたしました。今後も要素技術の開発を進め、収益性向上の柱となるビジネスの展開に取り組んでまいります。

LED照明「音声操作シーリングライト」「プレーンタイプ」

“Only RYOYO”の取り組みは、実績につなげる段階へ
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社会貢献活動

　当社グループは社会貢献活動の一環として世界遺産「紀伊山地の霊場と

参詣道（さんけいみち）」の保全活動『道普請（みちぶしん）ウォーク』

に参加いたしました。これは和歌山県が主催するボランティア活動であり、

自らの手で世界遺産である「熊野古道」や「高野参詣道」の維持・修復といっ

た保全活動ができる日本唯一のプログラムです。

　当社グループはこれまでマッチングギフト制度や認定NPO法人ピープ

ルズ・ホープ・ジャパンを通じた支援活動を展開してまいりましたが、本

年度よりスタートした3ヶ年ビジネスプランとともに、一歩踏み出した社

員参加型の取り組みを開始したいと考え、この度熊野古道の道普請を新入

社員のフォローアップ研修として実施いたしました。

　保全作業当日は好天に恵まれ、参加した新入社員は和歌山県世界遺産セ

ンターの指導のもと、小分けにした2トンの土を保全場所まで運び、土を

ならして固め、古道の修繕を行いました。翌日には熊野古道のトレッキン

グに参加し、いにしえから現代に

続く熊野古道の歴史を学び、雄大

な自然の中で充実した2日間を過ご

すことができました。

　当社グループは、今後もこうした取り組みへの参加を通じて、持続可能な地域社会の

実現を目指してまいります。

※世界遺産「紀伊山地の霊場と参詣道」とは
三重、奈良、和歌山の三県にまたがる「熊野」「高野山」「吉野・大峯」の三つの霊場とそこに至る参
詣道は2004年に世界文化遺産に登録されました。豊かな雨水が深い森林を育む山岳地帯で、年間を通
じて雨量が多く参詣道の土がしばしば流出するため、継続的な保全活動が必要とされています。

世界遺産「紀伊山地の霊場と参詣道」の保全活動『道普請ウォーク』に参加

「タコ」という道具で土をならし固めます。

小分けにした土を運びます。

7



当社は、株主の皆様の日頃のご支援に感謝するとともに、当社株式への投資魅力を高め、中長期にわたって多くの方に当社株式を継続し
て保有していただくことを目的として、株主優待制度を導入しております。
●�制度の概要

（1） 対象となる株主様
毎年1月31日時点の株主名簿に記載または記録され、以下のいずれかに該当する株主様を対象といたします。 
・当社株式を10単元（1,000株）以上保有する株主様
・当社株式を5単元（500株）以上保有し、かつ、1年以上継続して保有する株主様（※）

※  1年以上継続して保有する株主様とは、毎年1月31日時点を基準として、同一株主番号で前年1月31日および7月31日時点の株主名簿に3回以上連続で記載ま
たは記録された株主様といたします。

（2）株主優待の内容
「ギフト商品（3,000円相当）」および「会員限定優待サービス（※）」

※国内の宿泊施設、レジャー施設、暮らしに役立つライフサポートメニュー等を特別価格でご利用いただける会員限定優待サービスです。

国内約25,000軒のホテル・
旅館が

最大80％OFF！

トラベル

全国約1,000か所の遊園地・
テーマパークが

最大65％OFF！

レジャー

◦会員限定優待サービスの一部をご紹介

※会員限定優待サービスの詳細は、https://www.club-off.com/ryoyo/apps/top/fftop_main.cfmをご参照ください

株主還元について

株主優待制度のご案内

配当について

1株当たり配当金
配当性向 DOE

Q2末 期末 年間

21年1月期 （予想） 60円
（普通配当：60円）

120円
（普通配当：60円）
（記念配当：60円）

180円 289.1％ 7.3％

20年1月期 （実績） 40円 40円 80円 150.8％ 3.2％

19年1月期 （実績） 30円 30円 60円 144.2％ 2.3％
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■ 発行可能株式総数 ……………………………119,628,800株
■ 発行済株式の総数 …………………………… 26,800,000株
■ 株主数 ………………………………………………… 8,417名

■ 大株主（上位10名）
株　主　名 株式数（千株） 持株比率（％）

1．株式会社レスターホールディングス 5,627 22.90
2．三菱電機株式会社 2,246 9.14
3．エス・エッチ・シー有限会社 2,118 8.62
4．日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 1,121 4.56
5．株式会社シープ商会 523 2.13
6．日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口9） 471 1.92
7．日本生命保険相互会社 409 1.67
8．日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口5） 403 1.64
9．日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 325 1.32

10．日本マスタートラスト信託銀行株式会社（リテール信託口620090806） 276 1.12
合　　計（1〜10） 13,523 55.03

（注） 1. 上記大株主のうち、信託銀行2行の持株数は全て信託業務に係る株式であります。
 2. 上記の他、当社保有の自己株式が2,227,199株あります。
 3. 持株比率は自己株式を控除して計算しています。

自己株式
8.3%

一般法人
41.2%

外国法人等
8.0%

個人・その他
26.0%

金融機関
15.9%

証券会社
0.6%

5単元未満
59.3%

 5単元以上
11.5%

  10単元以上
26.2%

  100単元以上
1.1%

  50単元以上
1.4%

500単元以上
0.2%
1,000単元以上
0.3%

合計
26,800千株

合計
8,417名

■ 所有者別株式分布状況 ■ 所有株式数別株主数分布状況

株式の状況　（2020年1月31日現在）

9



■   事 業 年 度 2月1日から翌年1月31日まで

■   定 時 株 主 総 会 4月

■   株主確定基準日 期末配当　1月31日
（中間配当を実施する時は7月31日）
その他必要がある場合は、あらかじめ
公告いたします。

■   上場証券取引所 東京証券取引所第1部

■   証 券 コ ー ド 8068

■   株主名簿管理人
特 別 口 座 の
口 座 管 理 機 関

三菱UFJ信託銀行株式会社

■   単 元 株 式 数 100株

■   公 告 方 法 電子公告により、当社ウェブサイトに
掲載いたします。
ただし、やむを得ない事由によって電
子公告による公告をすることができな
い場合には、日本経済新聞に掲載いた
します。
＜公告掲載アドレス＞　
https://www.ryoyo.co.jp/ ir/
public-notice

会社データ 株主メモ

商号 菱洋エレクトロ株式会社 
（RYOYO ELECTRO CORPORATION）

本店 東京都中央区築地一丁目12番22号

設立 1961年2月27日

資本金 136億7,200万円

従業員数 連結：561名、単体：504名
（グループ総人員：655名）

役　　員　（2020年4月28日現在）

代表取締役社長 中 村 守 孝
代 表 取 締 役
専 務 執 行 役 員 脇 清
取 締 役
上 席 執 行 役 員 田 辺 正 昭 玉 越 義 紹

岡 﨑 　 靖 安 田 誠 樹

社 外 取 締 役 早 川 吉 春 白 石 真 澄

髙 田 信 哉 大 庭 雅 志

常 勤 監 査 役 菅 野 博 之

社 外 監 査 役 木 村 良 二 秋 山 和 美

大 井 素 美

会社の概要 （2020年1月31日現在）
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菱洋エレクトロは
Tリーグを応援しています。

菱洋エレクトロ株式会社
〒104-8408 
東京都中央区築地一丁目12番22号（コンワビル）
TEL: 03-3543-7711（代表）　
FAX: 03-3545-3507

株式に関するお手続きについて

お問合せ先
三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部
0120-232-711（通話料無料）（土・日・祝祭日除く9：00〜17：00）

□   住所変更、単元未満株式の買取・買増のご請求は、口座を開設されている証券会社にお問合せください。
 　  なお、当社の単元未満株式の買取および買増請求に係る手数料は無料としております。
 　  （証券会社等で別途手数料が発生する場合がございますので、詳細はお取引の証券会社等へご確認ください）
□   未払配当金のお支払い、特別口座に記録された株式に関する諸手続き、その他株式事務に関する一般的なご質問は、下

記へお問合せください。

この印刷物は、環境に配慮して「森林認証紙」、「植物油インキ」、「有害な廃液を出さない水なし印刷
方式」を採用しています。

見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォント
を採用しています。


